
別紙（10－3）

政策評価結果の概算要求

への反映状況

・これまでの調査研究の成果の一層の普及・活用を図るとともに、放送大学における社会的なニーズに対応した取組を充実することにより、学習機会の

一層の拡大を図る。

・これまでの施策の成果を踏まえた上で、職業実践専門課程の充実等を通じた専修学校の質保証・向上をより一層推進していくとともに、地域産業を支

える中核的な人材養成機関としての専修学校の役割の充実を図る取組等により多様な学習ニーズに対応した学習機会の更なる充実を図る。

・すべての都道府県において区域における消費者教育の推進に関する施策の基本方針となる消費者教育推進計画が策定されるよう取組を進めることで、

都道府県とも連携・協働し、若年層の消費者被害防止のため、大学・専門学校等における消費者教育を促し、若年層を対象とした消費者教育を強化す

る。

・女性がリカレント教育を活用して復職・再就職しやすい環境整備の在り方や、大学等が、男女共同参画センター、産業界、ハローワーク等と連携し、

地域の中で女性の学びとキャリア形成・再就職支援を一体的に行う仕組みづくりに関するモデル構築や普及啓発のための研究協議会を開催し、男女共同

参画のための女性の学び・キャリア形成支援の推進を図る。

・高齢者の主体的な地域活動への参画が促進され、地域の活性化に繋がるような学びの機会を充実させるとともに、高齢者に対する効果的な周知・普及

を図る。

評価方式 実績 番号 2

15,084,151

13,007,533

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

生涯を通じた学習機会の拡大

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

1,932,951

13,047,057

ほか復興庁一括計上分＜0＞

5,329

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策名

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

14,808,373

予

算

の

状

況

執行額（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

30年度概算要求額

12,782,863

1,514,224

29年度28年度

15,598,303

当 初 予 算 （ 千 円 ）

△1,514,352

ほか復興庁一括計上分＜0＞

27年度

【政策ごとの予算額等】

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価調書（個別票1）

13,595,131

ほか復興庁一括計上分＜0＞

13,595,003

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

13,757,669

26年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

143,667

12,541,851

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 109,067ほか復興庁一括計上分 235,292

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 109,067ほか復興庁一括計上分 235,292

13,052,386

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 100,302ほか復興庁一括計上分 212,845
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番号

（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省 △ 71,047

● 2

● 3

● 4

◆ 1 一般 文部科学本省

◆ 2 一般 文部科学本省

◆ 3 一般 文部科学本省

◆ 4 一般 文部科学本省

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

の内数

△ 71,047

の内数

15,598,303

の内数

3,982,149

の内数

3,039,491

367,000

510,584

65,074

の内数

2,796,871

30年度

概算要求額

11,616,154

11,616,154

の内数

の内数

13,757,669

の内数

518,855

10,441,943

の内数

29年度

当初予算額

10,441,943

独立行政法人国立女性教育会館運営

費

事項

小計

対応表に

おいて●

となって

いるもの

小計

独立行政法人国立女性教育会館運営費交付金に必要な経

費

予算額

合計

生涯を通じた学習機会の拡大 2

整理番号

予　算　科　目

対応表に

おいて◆

となって

いるもの

対応表に

おいて○

となって

いるもの

対応表に

おいて◇

となって

いるもの

小計

独立行政法人国立科学博物館運営費

独立行政法人国立科学博物館施設整

備費

独立行政法人国立科学博物館施設整備に必要な経費

独立行政法人国立科学博物館運営費交付金に必要な経費

△ 71,047

政策名

独立行政法人国立女性教育会館施設

整備費

独立行政法人国立女性教育会館施設整備に必要な経費

の内数

政策評価調書（個別票2）

3,315,726

生涯を通じた学習機会の拡大に必要な経費

項

生涯学習振興費

政策評価結果の反映に

よる見直し額（削減

額）合計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 2

（千円）

29年度

当初

予算額

30年度

概算要求額

増△減額

● 1 180,684 149,876 △ 30,808 △ 68,162

● 1 2,885 △ 2,885 △ 2,885

△ 71,047

事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

これまでの施策の成果を踏まえた上で、職業実践専門課程の充実等を通じた専

修学校の質保証・向上をより一層推進するため、評価という手法だけでなく、

職業実践専門課程による多様な先進的取組の推進や、教職員研修の体制づくり

の推進など専修学校の質保証・向上に向けて多面的な手法に取組む事業内容と

することとし、既存の事業メニューの一部を廃止するなど事業の再構築を行っ

た。

政策評価結果を踏まえ、本事業は一定の成果を得ることができたため、この成

果の活用・普及を効果的に行うため事業を再構築し、高齢者をはじめとする全

ての地域住民が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合う「地域共生社

会」の実現を目指す『学びによる地域力活性化プログラム普及・啓発事業』と

統合し更なる成果の創出を目指すこととした。

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に

よる見直し額(削減額)

合計

予算額

生涯を通じた学習機会の拡大

高齢者による地域活性化促進

事業

職業実践専門課程等を通じた

専修学校の質保証・向上の推

進

政策名


